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Ⅰ 当初予算の規模 
 

 

 

１ 予算の概要 

令和７年度当初予算は、令和７年度潟上市重点施策推進方針に基づき、ふるさと

潟上の活力を担う「稼げる力」「支える力」「考える力」の３つの力により、第２

次潟上市総合計画後期基本計画の重点テーマに位置付けられている「第２次潟上市

まち・ひと・しごと創生総合戦略」の目標を実現するため、骨格編成としながらも、

これまで推進してきた子育て世代への支援、産業振興、定住・移住の促進などにつ

いて継続して取り組む予算とした。 

 

新たに設置する「こども家庭センター（仮称）」による包括的な子育て支援と、

市内事業者への支援や創業支援、企業誘致などの仕事づくりを両輪とし、働きやす

く暮らしやすいまちづくりを展開する。また、高齢者のインフルエンザワクチン助

成の拡充や、消防団装備の充実、水路の浚渫等による雨水の放流能力確保など、市

民の健康や安全を守る取組を推進する。このほか、児童生徒の学習用タブレットの

更新や、地方公共団体情報システムの標準化・共通化に伴うシステム更新などデジ

タル社会の実現に向けた体制を構築する。 

 

普通建設事業費は前年度比 44.1％増で、企業誘致に係る市道改良事業や、令和

６年度に実施設計を行った追分小学校増改築事業、鞍掛沼公園長寿命化事業などの

継続事業のほか、市内各地区の道路冠水対策、防災行政無線の機能強化などの災害

対策事業は、安全・安心の確立のため年度当初から着手する。 

 

当初予算規模は、普通建設事業費の増のほか、人件費の上昇、物価高騰による物

件費の増に加え、扶助費も国の少子化対策で児童手当が約２億円増となるなど、前

年度と比較して拡大している。市税収入は安定しているものの、歳出の増に伴い、

財政調整基金を９億円取り崩して対応している。市債は、臨時財政対策債を皆減、

事業債はプライマリーバランス黒字化継続のため、発行額を元金償還額以下とし、

健全な財政運営を目指す。 

 

(参考)当初予算規模の推移 

令和６年度         155 億 1,800 万円     （前年度比＋5.1％） 

令和５年度         147 億 7,000 万円           (前年度比＋1.6％) 

令和４年度         145 億 3,400 万円           (前年度比△ 3.3％) 

令和３年度６月補正後(肉付け)150 億 2,816 万 1 千円   （前年度比△11.7％） 

令和２年度         170 億 1,900 万円      (前年度比＋17.2％) 

 

令和７年度当初予算の予算規模は１６６億５,０００万円 

（前年度比＋１１億３,２００万円、＋７.３％増） 



２　歳入・歳出の内訳

（１）　歳入
(単位：千円、％)

本年度 構成比 前年度 増減額 増減率

1 市税 2,928,265 17.6 2,890,972 37,293 1.3

2 地方譲与税 143,801 0.9 144,801 △ 1,000 △ 0.7

3 利子割交付金 1,000 0.0 700 300 42.9

4 配当割交付金 8,000 0.1 7,000 1,000 14.3

5 株式等譲渡所得割交付金 7,000 0.0 6,000 1,000 16.7

6 法人事業税交付金 35,000 0.2 35,000 0 0.0

7 地方消費税交付金 740,000 4.4 725,000 15,000 2.1

8 自動車税環境性能割交付金 9,000 0.1 9,000 0 0.0

9 地方特例交付金 38,000 0.2 38,000 0 0.0

10 地方交付税 6,063,596 36.4 6,042,559 21,037 0.3

11 交通安全対策特別交付金 1,000 0.0 1,000 0 0.0

12 分担金及び負担金 25,762 0.2 28,793 △ 3,031 △ 10.5

13 使用料及び手数料 173,744 1.1 180,969 △ 7,225 △ 4.0

14 国庫支出金 2,600,916 15.6 2,112,994 487,922 23.1

15 県支出金 1,072,795 6.4 1,073,371 △ 576 △ 0.1

16 財産収入 2,324 0.0 2,403 △ 79 △ 3.3

17 寄附金 100,001 0.6 170,001 △ 70,000 △ 41.2

18 繰入金 1,315,726 7.9 1,033,788 281,938 27.3

19 繰越金 250,000 1.5 250,000 0 0.0

20 諸収入 239,770 1.4 217,946 21,824 10.0

21 市債 894,300 5.4 547,703 346,597 63.3

16,650,000 100.0 15,518,000 1,132,000 7.3

款

歳　入　合　計

【市税】29億2,826万5千円（前年度比＋3,729万3千円　＋1.3％）
　　　市民税＋3,860万2千円、軽自動車税＋461万5千円　等　

【地方交付税】60億6,359万6千円（前年度比＋2,103万７千円　＋0.3％）

【国庫支出金】26億91万6千円（前年度比＋4億8,792万2千円　＋23.1％）
　　　児童手当負担金＋2億284万8千円、公立学校施設整備費負担金＋9,815万8千円
　　　公園費補助金＋1億5,529万2千円、デジタル基盤改革支援補助金＋1億90万5千円　等

【繰入金】13億1,572万6千円（前年度比＋2億8,193万8千円　＋27.3％）
　　　財政調整基金繰入金＋2億円、ふるさと応援基金繰入金＋9,000万円　等　

【市債】8億9,430万円（前年度比＋3億4,659万7千円　＋63.3％）
　　　臨時財政対策債△4,840万3千円、公園施設整備事業債＋8,230万円、
　　　小学校施設改修事業債+2億4,110万円　等
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(単位：千円、％)

本年度 構成比 前年度 増減額 増減率

① 市税 2,928,265 17.6 2,890,972 37,293 1.3

② 分担金・負担金等 541,601 3.3 600,112 △ 58,511 △ 9.8

③ 繰入金 1,315,726 7.9 1,033,788 281,938 27.3

④ 繰越金 250,000 1.5 250,000 0 0.0

⑤ 地方交付税 6,063,596 36.4 6,042,559 21,037 0.3

⑥ 国庫支出金 2,600,916 15.6 2,112,994 487,922 23.1

⑦ 県支出金 1,072,795 6.4 1,073,371 △ 576 △ 0.1

⑧ 市債 894,300 5.4 547,703 346,597 63.3

⑨ 地方譲与税等 982,801 5.9 966,501 16,300 1.7

16,650,000 100.0 15,518,000 1,132,000 7.3

項目

歳　入　合　計

自主財源

３０.３％

依存財源

６９.７％

①市税

２９億２,８２６万５千円

１７.６％
②分担金・負担金等

５億４,１６０万１千円

３.３％

③繰入金

１３億１,５７２万６千円

７.９％

④繰越金

２億５,０００万円

１.５％
⑤地方交付税

６０億６,３５９万６千円

３６.４％

⑥国庫支出金

２６億９１万６千円

１５.６％

⑦県支出金

１０億７,２７９万５千円

６.４％

⑧市債

８億９,４３０万円

５.４％
⑨地方譲与税等

９億８,２８０万１千円

５.９％

１６６億５,０００万円

歳入
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（２）　歳出

　《目的別予算》
(単位：千円、％)

本年度 構成比 前年度 増減額 増減率

1 議会費 168,154 1.0 167,472 682 0.4

2 総務費 2,111,321 12.7 1,788,315 323,006 18.1

3 民生費 6,322,443 38.0 6,083,482 238,961 3.9

4 衛生費 1,069,399 6.4 1,041,147 28,252 2.7

5 労働費 2,782 0.0 2,380 402 16.9

6 農林水産業費 311,337 1.9 333,075 △ 21,738 △ 6.5

7 商工費 438,508 2.6 499,527 △ 61,019 △ 12.2

8 土木費 1,774,679 10.7 1,582,650 192,029 12.1

9 消防費 1,098,301 6.6 978,493 119,808 12.2

10 教育費 1,683,188 10.1 1,314,464 368,724 28.1

11 災害復旧費 3,000 0.0 3,000 0 0.0

12 公債費 1,651,888 9.9 1,708,995 △ 57,107 △ 3.3

13 予備費 15,000 0.1 15,000 0 0.0

16,650,000 100.0 15,518,000 1,132,000 7.3

　《性質別予算》
(単位：千円、％)

本　年　度 構成比 前　年　度 増減額 増減率

7,293,235 43.8 6,959,790 333,445 4.8

人件費 2,829,221 17.0 2,640,453 188,768 7.1

扶助費 2,812,126 16.9 2,610,342 201,784 7.7

公債費 1,651,888 9.9 1,708,995 △ 57,107 △ 3.3

投資的経費 1,637,787 9.8 1,137,509 500,278 44.0

普通建設事業費 1,634,787 9.8 1,134,509 500,278 44.1

うち補助事業 881,823 5.3 476,228 405,595 85.2

うち単独事業 752,964 4.5 658,281 94,683 14.4

災害復旧事業費 3,000 0.0 3,000 0 0.0

そ　の　他 7,718,978 46.4 7,420,701 298,277 4.0

物件費 3,018,091 18.1 2,709,131 308,960 11.4

維持補修費 365,292 2.2 329,475 35,817 10.9

補助費等 2,583,395 15.5 2,561,624 21,771 0.8

うち一組負担金 1,034,403 6.2 990,879 43,524 4.4

繰出金 1,460,505 8.8 1,516,003 △ 55,498 △ 3.7

投資及び出資金 35,892 0.2 48,665 △ 12,773 △ 26.2

貸付金 100,000 0.6 100,000 0 0.0

積立金 140,803 0.9 140,803 0 0.0

予備費 15,000 0.1 15,000 0 0.0

16,650,000 100.0 15,518,000 1,132,000 7.3

款

歳　出　合　計

区　　　　分

義務的経費

歳　出　合　計
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【人件費】28億2,922万1千円（前年度比＋1億8,876万8千円、＋7.1％）
　会計年度任用職員報酬・手当＋1億218万9千円、期末手当＋2,330万7千円、寒冷地手当△1,324万4千円　等
 
【扶助費】28億1,212万6千円（前年度比＋2億178万4千円、＋7.7％）
　児童手当＋1億9,425万円、障がい福祉＋4,262万5千円、生活保護△4,646万7千円、児童扶養手当＋1,338万1千円　
等
 
【公債費】16億5,188万8千円（前年度比△5,710万7千円、△3.3％）
　元金△5,669万5千円、利子△41万2千円

【普通建設事業費】16億3,478万7千円（前年度比＋5億27万8千円、＋44.1％）
道路改良・橋梁補修事業△2,339万3千円、廃止石油坑井封鎖事業△5,514万7千円、公園改修事業＋2億1,882万4千円、
小学校改修事業＋4億1,572万円、防災行政無線改修工事＋5,960万9千円、スポーツ活性化プロジェクト補助金△7,000万
円　等

【物件費】30億1,809万1千円（前年度比＋3億896万円、＋11.4％）
電算関係委託・使用料＋1億8,701万8千円、クリーンセンター委託＋2,738万8千円、学校タブレットソフトウェア＋6,485万
円、予防接種委託＋2,575万2千円　等

【補助費等】25億8,339万5千円（前年度比＋2,177万1千円、＋0.8％）
下水道会計負担金等△2,550万8千円、一部事務組合負担金＋4,352万4千円、選挙公営費等＋2,268万1千円、放課後児
童健全育成事業費補助金＋633万4千円　等

【繰出金】14億6,050万5千円（前年度比△5,549万8千円、△3.7％）
国民健康保険事業△1,227万9千円、後期高齢者医療事業△2,443万4千円、介護保険事業△1,878万5千円

【投資及び出資金】3,589万2千円（前年度比△1,277万3千円、△26.2％）
水道会計出資金△1,277万3千円

義務的経費

４３.８％

投資的経費

９.８％

その他

４６.４％

人件費

２８億２,９２２万１千円

１７.０％

扶助費

２８億１,２１２万６千円

１６.９％

 公債費

 １６億５,１８８万８千円

９.９％

普通建設事業費等

１６億３,７７８万７千円

９.８％

物件費

３０億１,８０９万１千円

１８.１％

維持補修費

３億６,５２９万２千円

２.２％

補助費等

２５億８,３３９万５千円

１５.５％

繰出金

１４億６,０５０万５千円

８.８％

その他

２億９,１６９万５千円

１.８％

１６６億５,０００万円

歳出

- 5 -



３　基金の状況

(単位:千円)

令和６年度末
見込額

令和７年度
積立額

令和７年度
取崩額

令和７年度末
見込額

1,794,310 1 △ 900,000 894,311

161,857 △ 20,000 141,857

ふるさと応援基金 424,414 100,001 △ 210,000 314,415

合併振興基金 141,658 △ 140,000 1,658

過疎地域持続的発展基金 32,108 △ 3,900 28,208

森林環境譲与税基金 30,602 10,801 △ 1,700 39,703

公共施設等総合管理基金 112,981 30,000 142,981

まち・ひと・しごと
創生基金

7 7

2,697,937 140,803 △ 1,275,600 1,563,140

基金名

財政調整基金

減債基金

合　計

特
定
目
的
基
金

～　財政調整基金について　～

　令和６年度は、当初予算で７億円、除雪対応で１億円を取り崩した。
　これに対し、３月補正予算までの積立額は５億５,７１１万円で、年度末基金
残高は１７億９,４３１万円となる見込み。

　令和７年度は、重点施策推進方針に基づく事業等への活用や、普通建設事業費
の増、臨時財政対策債の減などにより、当初予算で９億円を取り崩す。
　前年度剰余金等の積立は補正予算にて対応する。基金残高については、今後も
標準財政規模の１０～１５％の規模（約１０～１５億円）を維持できるよう、財
政運営を行っていく。

（参考）財政調整基金残高の推移（百万円未満を四捨五入）

　令和６年度末（見込）１７億９,４００万円

　令和５年度末　　　　２０億３,７００万円

　令和４年度末　　　　２０億３,４００万円

 　令和３年度末　　　　１５億８,８００万円

　令和２年度末　　　　１０億８,２００万円
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４　市債現在高の状況

（単位：千円）

令和７年度

発行見込額 償還見込額

一般会計 15,579,694 1,078,500 1,568,968 15,089,226

うち臨時財政対策債 4,345,390 0 487,508 3,857,882

その他市債 11,234,304 1,078,500 1,081,460 11,231,344

５　プライマリーバランス

（単位：千円）

元金償還額
（Ａ）

市債発行額
（Ｂ）

プライマリー
バランス

（Ａ）－（Ｂ）

1,568,968 894,300 674,668

1,625,663 547,703 1,077,960

年度

令和７年度当初

令和６年度当初

　　令和７年度当初予算のプライマリーバランスは
　６億７,４６６万８千円の黒字

区分
令和６年度末

見込額
令和７年度末

見込額

（１）　臨時財政対策債
　　令和７年度予算額 計上なし
　  （前年度比△４,８４０万３千円）

（２）　その他市債
　　令和７年度予算額 ８億９,４３０万円
　　（前年度比＋３億９,５００万円）
　　※発行見込額との差額（１億８,４２０万円）は繰越事業分

(単位：千円、％)

本年度 前年度 増減額 増減率

社会保障関係 8,051,896 7,723,765 328,131 4.2

国民健康保険事業特別会計 3,632,349 3,162,712 469,637 14.8

後期高齢者医療特別会計 446,531 432,575 13,956 3.2

介護保険事業特別会計 3,973,016 4,128,478 △ 155,462 △ 3.8

財産区 1,147 1,369 △ 222 △ 16.2

豊川財産区特別会計 233 267 △ 34 △ 12.7

和田妹川財産区特別会計 351 382 △ 31 △ 8.1

飯塚財産区特別会計 563 720 △ 157 △ 21.8

企業会計 2,804,001 2,920,109 △ 116,108 △ 4.0

水道事業会計 1,133,656 1,261,278 △ 127,622 △ 10.1

下水道事業会計 1,670,345 1,658,831 11,514 0.7

10,857,044 10,645,243 211,801 2.0

６　令和７年度　各特別会計・企業会計予算

会計名

合　計

- 7 -



（歳入） 地方消費税市町村交付金（社会保障財源化分）
４億３,５００万円

（歳出） 社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費への充当
４億３,５００万円

（単位：千円）

財源内訳

特定財源 一般財源

国 県 その他

引き上げ分の地
方消費税（社会
保障財源化分の
市町村交付金）

その他

社会福祉 福祉医療給付費 290,030 0 124,907 962 164,000 161

障がい者福祉事業 975,486 489,233 236,994 0 4,900 244,359

母子福祉事業 149,541 52,440 2,291 4 6,000 88,806

児童福祉事業 1,868,076 728,463 216,370 19,123 154,400 749,720

高齢者福祉事業 56,285 0 0 9,550 7,000 39,735

生活保護給付費 793,715 592,398 5,693 3,002 2,000 190,622

小　計 4,133,133 1,862,534 586,255 32,641 338,300 1,313,403

社会保険 国民健康保険事業 250,616 30,094 104,105 0 8,000 108,417

介護保険事業 547,035 27,791 13,906 0 64,000 441,338

後期高齢者医療事業 536,210 0 82,251 624 5,000 448,335

小　計 1,333,861 57,885 200,262 624 77,000 998,090

保健衛生 感染症対策事業 103,148 0 0 17,637 10,800 74,711

母子保健事業 45,419 3,821 1,693 2,756 6,200 30,949

健康増進事業 85,668 181 2,216 54,857 2,700 25,714

小　計 234,235 4,002 3,909 75,250 19,700 131,374

5,701,229 1,924,421 790,426 108,515 435,000 2,442,867

※引上げ分の地方消費税収は全て社会保障施策に要する経費に充てることとされている。

令和７年度潟上市一般会計予算における
地方消費税市町村交付金（社会保障財源化分）が充てられる

社会保障施策に要する経費について

合　計

分野 事業名 経費

参考

- 8 -
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Ⅱ 重点施策の概要 

「進化する潟上」の創造 ３つの力  

１２,５６０,１００千円 

 ふるさと潟上の将来を見据えた「稼げる力」「支える力」「考える力」を政策の柱

とし、市民が幸せを実感し、誇りや生きがいをもって暮らせる魅力あるまちづくりを

推進する。（再掲を含む）  

※括弧内は「当初予算概要（事業編）」のページ 

 

「稼げる力」の創造   ５１３,１５０千円 

  

地域活力の源となる地域産業においては、先人から受け継がれてきた地域資源の活

用や付加価値の向上を通じて農林水産業者の生産拡大を支援するほか、特産品の開発

や販路拡大、地域ブランド等のＰＲ強化による観光振興を図るとともに、雇用創出の

ための環境整備を推進し「稼げる力」を創造する。 

 

１ 農業生産力の向上及び担い手支援 

(１)農業生産振興事業（26 ページ） ２５,４３３千円 

農作物の生産性及び品質の向上を図るため、機械・施設の導入、病害虫防除の

取組を支援する。 

①稼げる力！農業生産体制強化応援事業費補助金   ２,５００千円 

若手農業者の就農定着や認定農業者へのステップアップを図るため、生産体

制の強化や経営拡大に向けた機械・施設の導入を支援する。 

・実施主体 新規就農者または申請時の年齢が 60 歳未満の農業者 

・補助率等 3/10（限度額 300 万円） 

②夢ある園芸産地創造事業費補助金        １５,４９０千円 

戦略作物等の産地化と収益性の高い農業経営の確立を図るため、その実現に

必要な機械・施設の導入を支援する。 

・実施主体 認定農業者、新規就農者等 

・補助率等 県 1/3、市 1/10 
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③【新規】潟上果樹支援事業費補助金         １,２８８千円 等 

果樹栽培において、授粉作業を行う際に利用する花粉増量剤の価格が大幅に

高騰していることから、安定的な果樹生産を支援するため、花粉増量剤の購

入費用の一部を支援する。 

・補助率等 市 2/3 

 

(２)担い手の育成・確保事業（27 ページ） ６,１００千円 

産地間競争に耐えられる経営体を育成するため、国の農業構造改革に対応した

支援をする。 

①農業次世代人材投資事業費補助金          ４,９５０千円 

就農定着と経営の確立を図るため、新規就農者を支援する。 

・対 象 者 認定新規就農者（就農時 49 歳以下） 

・補助率等 定額(150 万円)、最長３年間 

②ドローンオペレーター育成費補助金          ５００千円 

農作業の省力化や低コスト化を推進するため、ドローン操作の資格の取得を

支援する。 

・補助率等 2/5（限度額 10 万円） 

③農業経営確保・育成支援事業費補助金         ３００千円 等 

農業法人の確保・育成を図るため、設立間もない農業法人の活動経費等に対

し支援する。 

 

２ 森林資源の保全と活用 

(１)鳥獣被害対策事業（30 ページ） １,７２０千円 

鳥獣の農林水産物被害及び人身被害を防止するため、鳥獣被害対策実施隊等の

活動を支援する。 

・実施主体 天王猟友会及び羽城猟友会（会員計 59 人） 
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３ 漁業の振興 

(１)水産業振興事業（31 ページ） ２,９５３千円 

本市の水産業振興を図るため、水産資源の確保や保全活動に向けた取組を支援

する。 

①わかさぎ卵、うなぎ稚魚放流事業補助金       ８６７千円 

・実施主体 八郎湖増殖漁業協同組合 

・負担団体 潟上市、男鹿市、八郎潟町、井川町、三種町 

・負担割合 組合員数割 

・放流予定 わかさぎ卵 7,000 万粒 

②種苗放流事業補助金               １,３５６千円 

・実施主体 秋田県漁業協同組合 

・負担割合 市 6/10、秋田県漁業協同組合 4/10 

・放流予定 ヒラメ 8,350 尾、トラフグ 11,200 尾 

③水産多面的機能発揮対策事業負担金         ２８３千円 等 

・実施主体 海の森天王 

・負担割合 国 7/10、県・市 3/10 

 

４ 商工業の振興 

(１)無料職業紹介所運営事業（32 ページ） ２,６６２千円 

市内企業の人材不足の解消に向けて、市民の就業場所を確保するため、「無料

職業紹介所」を開設し、市内における求職・求人のマッチングを促す。 

・開設場所 潟上市役所内 

 

(２)潟上市企業移住者雇用イベント参加支援事業（32 ページ） １００千円 

市内企業における人材確保を図るため、県外での求人開拓の取組を支援する。 

・補助率等 対象経費×1/2（限度額５万円） 

 

(３)中小企業等稼げる力創出事業（34 ページ） ２３,０００千円 

事業者の売上向上等により安定的な経営を図るため、事業再編や事業承継など

10％以上の売上向上が見込まれる事業計画に基づく取組を支援する。 

・補助率等 単独 対象経費×1/2 以内（限度額 500 万円） 

共同 対象経費×1/2 以内（限度額 1,000 万円） 
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(４)事業者ＩＣＴ化支援事業（35 ページ） ２００千円 

事業者の売上向上のため、ＩＣＴ化に向けた取組を支援する。 

事業者ＥＣサイト活用補助金 

・補助率等 対象経費×1/2 以内（限度額 20 万円） 

・補助上限 １事業者につき１回限り 

 

５ 起業・企業立地の推進 

(１)【拡充】起業・創業支援事業（34 ページ） ３,２００千円 

新たな産業の育成による地域活性化を図るため、市内での創業を支援する。 

・補助率等 通常枠     対象経費×1/2（限度額 30 万円） 

      女性・若者枠  対象経費×1/2（限度額 50 万円） 

      移住者枠    対象経費×2/3（限度額 100 万円） 

      チャレンジ枠  対象経費×1/2（月上限２万円×最大６カ月） 

※創業しやすい環境を構築するため、創業前に自身の力量を試す

ための出店費用（賃料・間借り費用）に対して支援する。 

 

(２)工場等設置奨励事業（33 ページ） ２５,７４３千円 

市外からの企業誘致を積極的に展開するため、潟上市工場等設置奨励条例に基

づき、誘致企業への支援を行う。 

①雇用奨励金 ５００千円 

・補助率等 １人あたり 10 万円（潟上市民に限る） 

・限度額等 ３年間で 500 万円まで 

②用地取得助成金 ２,０００千円 

・補助率等 新設 20％、増設 10％ 

・限度額等 3,000 万円 

③設備投資助成金 １９,３７９千円 

 [通常分] 

・補助率等 新設 20％、増設 10％ 

・限度額等 3,000 万円 

[本社機能移転促進助成分] 

・補助率等 用地、設備へ各 10％上乗せ 

・限度額等 2,000 万円   

④雇用促進支援補助金 １,８００千円 

・補助率等 賃貸料の 1/3  

・限度額等 上限 15 万円/月   

⑤企業誘致推進事業 ２,０６４千円 

・企業誘致に係る折衝や誘致済み企業へのフォローアップ訪問 
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６ 誘客事業の実施及び支援 

(１)観光イベント事業（36 ページ） １３,１７９千円 

交流人口の増加及び地場産業の振興を図るため、市内外の観光イベント事業へ

参画し、本市の観光をＰＲする。 

①飯田川鷺舞まつり、八郎まつり等イベント支援   ４,０５０千円 

②観光協会補助金（協会運営費）          １,１５０千円 

観光協会自主事業として行うイベント開催等の活動運営費を支援する。 

③潟上市観光活性化推進事業補助金         ２,５００千円 等 

 ・補助対象 市観光拠点において誘客が期待できる事業等を実施する団体 

【八郎まつり】 

 

(２)地域活性化イベント事業（36 ページ） ２３,０２８千円 

交流人口の増加及び地場産業の振興を図るため、天王グリーンランドまつりを

開催する。 

・開催予定日 令和７年８月 24 日（日） 

 

(３)情報発信事業（61 ページ） １７,０７７千円 

市内外に向けて潟上市の魅力や行政情報を伝えるため、様々なメディア等を活

用し情報発信に取り組む。 

・広報「かたがみ」の発行 

・ホームページの運用・管理 

・公式ＹｏｕＴｕｂｅ等ＳＮＳの活用 

 

(４)ふるさと応援大使事業（39 ページ） １４２千円 

市の情報や特産品等を全国に宣伝し、本市の知名度とイメージの向上を図るた

め、各分野で活躍している方に潟上市ふるさと応援大使を委嘱する。 
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７ 特産品等の販売促進 

(１)特産品等販売促進事業（34 ページ） ７,１２９千円 

①市内産品のＰＲ及び関連産業の振興を図るため、秋田中央地域地場産品活用

促進協議会の事業へ参画する。           ２,２９８千円 

②市の魅力発信及び地域産業の活性化を図るため、特産品開発を行う。 

                          ４,１１４千円 等 

 

(２)ふるさと納税事業（61 ページ） １４７,０６１千円 

ふるさと納税（ふるさと応援寄附金）を原資とした基金による市の振興のため、

返礼品の充実や潟上市の知名度向上、寄附者及び寄附金額の増加を図る。 

・返礼品の提供 

・広告の実施 

・ふるさと応援基金の積立 

 

(３)地域おこし協力隊関係事業（38 ページ） ４,４５３千円 

特産品の開発・発信活動をするため、地域おこし協力隊を任用する。 
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「支える力」の創造   ９,５１１,２２９千円 

  

道路や上下水道などの社会インフラの整備のほか、少子高齢化や人口減少への対応、

定住・移住の推進等を通じて、行政や市民、各種団体、民間事業者等が連携して地域

社会を支える体制を強化し、新型コロナウイルス感染症の経験に基づく感染予防対策、

市民の生命や財産、健康、子育て・教育環境など、誰もがいきいきと夢や希望、誇り

をもって暮らせるための「支える力」を創造する。 

 

１ 生活保護制度の適正な実施とセーフティーネットの確保 

(１)就労準備支援事業（25 ページ）  ９９９千円  

就労に向けた準備が整っていない方が就労活動の開始から段階を踏んで一般就

労に繋げるため、必要と思われる各種プログラムを実施する。  

・負担割合 国 2/3、市 1/3 

 

２ 高齢者福祉の充実 

(１)高齢者の生きがい対策推進事業（19 ページ） １２,４１６千円 

高齢者が生きがいを持って健康的に暮らすため、個々の経験を発揮して地域社

会に参加する取組を促進する。 

①老人クラブ補助金                 ６,５４６千円 

②シルバー人材センター補助金            ５,７７０千円 等 

 

(２)在宅福祉事業（20 ページ） ２１,４５７千円 

要援護高齢者やひとり暮らし高齢者が要介護状態になることを防ぐため、介護

予防サービスや生活支援サービスを提供する。 

①軽度生活援助事業                 ２,１１５千円 

在宅のひとり暮らし高齢者等が自立した生活を継続するため、日常生活にお

ける軽度の支援(玄関から公道までの通路の雪よせ等)を行う。 

・委 託 先 市シルバー人材センター 

②緊急通報体制等整備事業              ２,４７５千円 

ひとり暮らし高齢者等が地域で安心して生活するため、緊急時に民間警備会

社へ連絡できる体制を整える。 

③寝具類等洗濯乾燥消毒サービス事業          ６２２千円 

寝具の衛生管理が困難な要援護高齢者の健康支援のため、洗濯乾燥等に係る

費用を助成する。 

・委 託 先 市社会福祉協議会 
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④はり・きゅう・マッサージ療養助成事業       ９６２千円 

市民の健康保持及び福祉の増進に寄与するため、はり・きゅう・マッサージ

療養費を助成する。 

・対象者等 満 75 歳以上 1 回 1 千円助成 年度内 12 回限度 

 

⑤生活支援ハウス運営事業            １５,２８３千円 

在宅生活に不安がある高齢者が安心して生活できるよう、住居を提供し日常

生活を総合的に支援する。 

 

３ 健康づくりの推進 

(１)国保特定健診等事業（18 ページ） ４０,１２３千円 

糖尿病や高血圧症などの生活習慣病の早期発見と予備群の減少及び重症化予防

のため、40 歳以上の潟上市国民健康保険加入者へ特定健診・特定保健指導等を

実施する。 

①特定健診                   ２１,７０４千円 

②生活習慣病重症化予防事業            ７,６５０千円 

生活習慣病（糖尿病、高血圧症、脂質異常症、慢性腎臓病）を早期に医療に

つなげるため、未治療者・治療中断者に対して受診勧奨を行う。 

③【新規】服薬情報通知事業            ２,０８５千円 等 

医療費の適正化と健康被害の防止を図るため、重複服薬者、多剤服薬者に対

し、服薬情報通知を発送する。 

 

(２)防災・健康拠点施設運営事業（19 ページ）     ３９,０１８千円 

市民の防災意識向上と健康寿命延伸を図るため、防災・健康拠点施設を運営す

る。 

 

 

【トレイクかたがみ】 
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４ 感染症予防の推進 

(１)高齢者予防接種事業（16 ページ） ３５,５９０千円 

感染症の発生とまん延防止や後遺症の予防と症状の軽減のため、予防接種費用の

助成及び感染症予防意識の向上に取り組む。 

①季節性インフルエンザ予防接種事業        ８,３２５千円 

 ・対 象 65 歳以上の方等 

・助成額等 1,000 円（１人１回まで） 

       【拡充】80 歳以上の方は助成額を 2,000 円に拡充する。 

②肺炎球菌予防接種事業                ４５１千円 

 ・対 象 65 歳以上の方等 

・助成額等 3,000 円（生涯１回限り） 

③帯状疱疹予防接種事業              ２,３８０千円 

・対 象 定期 65 歳以上の方等 

           70～100 歳のうち５歳年齢ごとの方等 

       任意 50 歳以上の方で定期接種の対象とならない方 

・助成額等 生 ワ ク チ ン 5,000 円（生涯１回限り） 

      不活化ワクチン 5,000 円（生涯２回まで計 10,000 円） 

④新型コロナ予防接種事業            ２４,４３４千円 

・対 象 65 歳以上の方等 

・助成額等 11,300 円（１人１回まで） 

 

５ 子育て支援の充実 

(１)かたがみ未来子育て応援事業（42 ページ） ２７,４３３千円 

子育て世帯のライフステージ（出生及び小・中学校入学時）に応じた支援と、

在宅の子育て家庭を応援し保育環境の充実を図るため、「かたがみ未来子育て

応援金」を給付する。 

・支給額等  

①出生児    １万円 

②新小学１年生 ２万円 

③新中学１年生 ３万円 

④在宅子育て家庭 

・育児休業給付金受給者（世帯）       月額 ５千円 

・育児休業給付金を受給していない者（世帯） 月額 １万円 

（対象児童） 本市に住所を有し、生後９週を超え満２歳に達する日以後の最

初の３月 31 日を迎えるまでの間の児童 

 

 



- 18 - 

    

(２)地域子育て支援センター運営事業（46 ページ） １４,９７６千円 

現在４拠点ある子育て支援センターを令和７年度から昭和子育て支援センター

に集約し、各地域へ「出張ひろば」として展開し、地域子育て支援拠点機能の

充実を図る。 

・子育て支援センター１か所の運営（昭和子育て支援センター） 

・出張ひろばの展開先（天王こども園、出戸こども園、若竹幼児教育センター、

追分地区児童館（予定）） 

 

(３)ファミリーサポートセンター事業（46 ページ） ３,７４８千円 

安心して子どもを生み育てる環境づくりを推進し、地域全体で子育て家庭を支

援するため、ファミリーサポートセンター事業を実施する。 

・子育てサポーター養成講座、フォローアップ研修会等 

 

(４)食育・栄養事業（47 ページ） １８６千円 

市民一人ひとりが食について自ら考え生涯にわたり健全な食生活を実践するた

め、食育推進計画に基づき、食育・栄養事業を推進する。 

・食育イベント、親子の食育教室、離乳食教室 

【食育イベント】           【親子食育教室】 
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６ 子どもを産み育てやすい環境づくり 

(１)利用者支援事業（40 ページ） ７,９５６千円 

子育て世代包括支援センター（母子保健）と子ども家庭総合支援拠点（児童福

祉）の機能を維持した上で、新たにこども家庭センターを設置し、全ての妊産

婦、子育て世帯、こどもに対し、一体的に切れ目のない支援を行う。 

 ①相談支援体制強化事業                ２１６千円 

妊産婦、子育て世帯に対するサポートプランの作成や、助産師や臨床心理士

等による相談対応を行う。 

②母子手帳アプリ情報発信事業              ３９６千円 

③母子手帳アプリオンライン相談事業          １３２千円 

④相談員の配置（家庭児童相談員、子ども家庭支援員） ６,５６８千円 

⑤養育支援訪問事業                   ８２千円 

⑥子育て支援短期利用事業（ショートステイ）       ８１千円 

⑦子育て世帯訪問支援事業                ３０５千円 

⑧【新規】親子関係形成支援事業            １１０千円 等 

支援を要する家庭（要保護児童及び要支援児童等）を対象に子どもの発達や

状況に応じた支援を令和８年度からこども家庭センターで行うため、ペアレ

ント・トレーニングの知識・技術を習得するための研修に参加する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

【相談対応イメージ】 
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(２) 妊婦等包括相談支援及び給付事業（41 ページ） ２２,９２８千円 

全ての妊婦・子育て世帯が安心して出産・子育てができるようにするため、妊

娠期から出産・子育てまで一貫して身近で相談に応じ必要な支援につながる妊

婦等包括相談支援事業と支援給付を効果的に組み合わせて妊婦等の身体的、精

神的ケア及び経済的支援を一体的に行う。 

①妊婦等包括相談支援事業             １,３２８千円 

妊婦やその配偶者に対して面談等により情報提供や相談を行う。 

②妊婦のための支援給付交付金          １８,０００千円 

妊婦等包括相談支援事業の実効性をより高めるために、経済的支援を一体的

に行う。 

・支給額等 妊娠届出時等の面談で給付認定を受けた妊婦  １人あたり５万円 

出生届出時や乳児家庭訪問等の面談後に子ども 1 人あたり５万円 

③あきた出産おめでとう給付金           ３,６００千円 等 

妊婦のための支援給付交付金支給時に支給する。 

・支給額等 出生届出時や乳児家庭訪問等の面談後に子ども 1 人あたり２万円 

 

(３) 妊産婦健診等事業（47 ページ） ２２,５６２千円 

母子の健康の保持・増進のため、妊産婦健診等を受診した際の費用助成を行う。 

①妊産婦健康診査等                ２１,７２１千円 

・妊婦健康診査 

・多胎妊娠の妊婦健康診査 

・子宮頸がん検診 

・産婦健康診査(１か月） 

・母乳育児相談 

・新生児聴覚検査 

・【新規】超音波検査 

②妊婦歯科健診                    ４００千円 等 
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(４) 乳幼児健診事業（49 ページ） ８,９８３千円 

乳幼児の健やかな発育・発達を促すため、乳幼児健診を実施する。 

①乳幼児健康診査                  ６,７８７千円 

・【新規】１か月児健康診査 

・４か月児健康診査 

・７か月児健康診査（集団方式） 

・10 か月児健康診査 

・１歳半児健康診査（集団方式） 

・２歳半児歯科健診 

・３歳半児健康診査（集団方式） 

②１歳半児・３歳児精密健康診査             ４５千円 等 

 

 

 

 

 

 

 

【乳幼児健康診査】 

 

 

 

(５)福祉医療給付事業（42 ページ） １４１,１８４千円 

児童等の心身の健康の保持と生活の安定を図るため、高校生相当年齢までの子

どもの医療費自己負担分を助成する。 

①福祉医療費                   １３６,８８２千円 

②事務費                       ４,３０２千円 

 

(６)予防接種事業（49 ページ） ６９,０４０千円 

感染症の発生及びまん延を防止するため、予防接種の実施と予防への意識向上

を図る。 

①定期予防接種事業（五種混合・水痘等）       ６４,６５０千円 

②任意予防接種事業（ＭＲ・風しん）           ２５４千円 

③その他予防接種事業（おたふく、インフルエンザ）   ４,１３６千円 
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７ 就学前教育・保育の推進 

(１)すこやか子育て支援事業（44 ページ） ３１,１９８千円 

未就学児童を養育する世帯の経済的負担を軽減するため、保育料等を助成する。 

①保育料助成事業                 ２４,９８４千円 

・事業対象 国の幼児教育・保育の無償化の対象とならない保育料 

・補 助 率 ａ)低所得世帯 1/2 その他の世帯 1/4（一定基準内所得の世帯） 

ｂ)平成 28年４月２日以降に第３子以降が生まれた世帯の第２子

以降及び平成 30 年４月２日以降に生まれた第２子以降 

10/10（一定基準内所得の世帯） 

ｃ)平成 30年４月２日以降に第３子以降が生まれた世帯の第２子

以降 1/2（所得制限あり） 

ｄ)ひとり親世帯 1/2（一定基準内所得の世帯） 

・負担割合 県 1/2、市 1/2 

②副食費助成事業                  ４,５８９千円 

・事業対象 幼稚園、保育所等を利用する３歳以上児の副食費 

・補 助 率 ａ)世帯年収に応じ 1/2 または 1/4 

（一定基準未満の所得の世帯は免除） 

ｂ)平成 28年４月２日以降に第３子以降が生まれた世帯の第２子

以降及び平成 30 年４月２日以降に生まれた第２子以降 

10/10 

ｃ)ひとり親世帯 1/2 

・負担割合 県 1/2、市 1/2 

③給食費助成事業                   １,６２５千円 

・事業対象 本市に住所を有し、幼稚園、保育所等を利用する３歳児以上の 

給食費 

・負担割合 市 10/10 

 

 

 

 

 

 

 

【園での給食】 
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(２)保育所・認定こども園運営事業（45 ページ） ９５５,００８千円 

就学前の乳幼児に教育及び保育を行うため、市内５か所の教育・保育施設を運

営する。 

【令和７年度実施工事】 

・昭和こども園設備改修工事             ３,４３２千円 

 

(３)子どものための教育・保育給付事業（45 ページ） ４００,１１７千円 

国の子ども・子育て支援新制度に基づき、潟上市立施設以外の施設の利用に対

する経費を支援する。 

①特定教育施設運営費負担金            ３７,０４５千円 

②特定保育施設運営費負担金           １３２,３０７千円 

③私立保育所運営委託料              ５３,４１９千円 

④特定地域型保育施設運営費負担金        １７７,３４６千円 

 

８ 教育環境の整備・充実 

(１)【新規】学校支援事業（51 ページ） １８０千円 

国語、数学、英語の各教科の専門家で学校支援チームを編成し、中学校３校を

１校につき年間４回の訪問を行い、授業参観をしながら授業改善への支援を行

う。さらに、学校の取組などについての分析、アドバイスを行って、学校の学

力向上への取組を支援する。 

 

(２)小・中学校管理運営事業（51 ページ）         ２５６,２５７千円 

児童生徒が、安全・安心で健康に学校生活を送ることができる環境を整備する。 

【主な事業】 

①相談体制整備事業                 ３,０７９千円 

・不登校やいじめ等の問題に対応するため、「心の教室相談員」や「子ども

と親の相談員」を配置し、児童生徒や保護者が相談しやすい体制を整備する。 

・【新規】「子どもの権利擁護委員」として弁護士を配置し、速やかな問題

解決を行う。 

②コミュニティ・スクール事業              ９５１千円 

学校と地域との連携・協働を図るため、学校運営協議会（コミュニティ・ス

クール）や地域学校協働活動を推進する。 

③学校サポーター事業                ６,６３５千円 

教材開発や学校図書館の充実を図るため、中学校区に１人ずつ（計３人）学

校サポーターを配置する。 
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④図書館支援事業                   ５,５４１千円 

生徒の読書への関心を高めるとともに、学校図書館を活用した学習が円滑に

行えるよう支援するため、中学校に１人ずつ図書館支援員を配置する。 

⑤医療的ケア児支援事業                 ２,２１１千円 

医療的ケアを必要とする児童の学校生活を支援するため、看護師を配置する。 

⑥大豊小学校スクールバス運行事業          １９,８３８千円 

豊川地区に居住する大豊小学校の児童の通学安全等を確保するため、スクー

ルバスを運行する。 

⑦学校統合型校務支援システム運用事業       ４７,７８８千円 

学校で管理する各種名簿や教務、保健、勤怠に関する事務をシステム化する

ことにより、セキュリティの強化と教職員の多忙軽減を図る。 

 

(３)【新規】ＧＩＧＡスクール（２期）整備事業（53 ページ） ６８,６３４千円 

令和７年度で整備から５年が経過しライセンスが使用期限を迎えるため、タブ

レット等の更新をする。 

 

 

 

 

 

 

 

【タブレットでの授業風景】 

 

 

 

(４)学校ＩＣＴ活用支援事業（50 ページ） ７,９４５千円 

学校教育のデジタル化に対応するため、タブレット端末やデジタル教材を全て

の児童生徒が活用できる学習の推進を図る。 

 

９ 体育施設の適正な管理運営 

(１)体育施設管理運営事業（56 ページ） ７２,４２８千円 

生涯スポーツの拠点施設として、各体育館及び武道館、Ｂ＆Ｇ海洋センターな

どの管理運営を行う。 

  ①体育施設指定管理（６施設）           ４４,２４０千円 

  ②天王Ｂ＆Ｇプール施設改修事業（設計）       ５,６７６千円 

 ③昭和介護予防センター施設改修事業         ６,５６０千円 等 
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10 スポーツ活動の推進 

(１)スポーツフェスティバル（55 ページ） ５,５６３千円 

運動やスポーツを通じて市民の健康増進と運動習慣の定着を図るため、スポー

ツイベントを開催する。 

 

11 窓口における市民サービスの向上 

(１)マイナンバーカード普及促進事業（13 ページ） ９,６５４千円 

マイナンバーカード普及促進のため、出張申請サポートを実施する。 

 

12 定住・移住の推進 

(１)大学生等応援事業（38 ページ） １,３１１千円 

若者のふるさと回帰、県内定着の促進、関係人口の増加を図るため、市外在住

の学生へ市の特産品等を送付する。 

 

(２)潟上さ～くる事業（38 ページ） ３８２千円 

県外で暮らす潟上市出身の若者を応援するため、首都圏で交流できる場を提供

し、参加者と潟上市や市内企業をつなぐことで、関係人口の創出を図る。 

 

(３)移住者支援補助金（37 ページ） ４,２００千円 

中小企業等における人手不足の解消を図るため、東京圏から本市への移住を促

進する。 

・補助対象 条件不利地域以外の東京圏に在住し、東京 23 区に通勤していた

者がいる一般世帯または単身 

・限 度 額 一般世帯 100 万円 単身 60 万円 

 

(４)はじめての潟上暮らし応援助成金（37 ページ） ５,０００千円 

移住者の生活の早期安定を図るため、移住に伴う費用を助成する。 

・補助対象 県外から本市へ移住した世帯 

・限 度 額 １世帯あたり 10 万円 
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(５)過疎地域定住・移住推進助成金（37 ページ） １,５００千円 

市内過疎地域における担い手の確保、地域活性化を図るため、過疎地域への移

住を促進する。 

・補助対象 本市の過疎地域に移住した方のうち、次のいずれかに該当する方 

ａ)移住者支援補助金の対象者 

ｂ)はじめての潟上暮らし応援助成金の対象者 

ｃ)本人または配偶者のいずれかあるいはその両方が移住者で、 

潟上市結婚新生活支援事業補助金の対象者 

・限 度 額 １世帯あたり 10 万円 

 

(６)奨学金返還助成金（38 ページ） １,４０７千円 

若者の市内回帰・定着を図るため、県内就職者に対する奨学金返還助成を実

施する。 

・補助対象 ａ)大学、短大、高校等を卒業し、秋田県内の事業所に就職等して

いる者で、奨学金を返還している者（起業、農林水産業、アル

バイト等も対象（公務員は対象外）） 

ｂ)秋田県奨学金返還助成金（一般分）の交付を受けている者 

ｃ)潟上市に５年以上定住する意思をもって住所を有している者 

ｄ)市税等滞納がない者 

・限 度 額 １人あたり６万７千円 

 

(７)移住相談イベントへの参加（38 ページ） １,３１８千円 

潟上市をより多くの移住希望者に知ってもらうため、全国規模の移住イベント

に参加し、移住希望者へのＰＲや各種支援制度の紹介等の活動をする。 

・他市町村と合同での移住イベント開催 

２２３千円 等 

 

(８)潟上市結婚新生活支援事業（40 ページ） ５,４００千円 

夫婦ともに 39 歳以下の世帯の経済的負担を軽減するため、婚姻に伴う住居費等

の一部を助成する。【地域少子化対策重点推進交付金活用事業】 

・補助対象 婚姻に伴う住宅取得費用、リフォーム費用、住宅賃借費用、 

      引越費用 

・限 度 額 １世帯あたり 30 万円 

ただし、夫婦ともに 29 歳以下の場合は１世帯あたり 60 万円 
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13 空き家対策の推進 

(１)空家等対策事業（７ページ） ４,５２８千円 

市民が安全に安心して暮らすことができる良好な生活環境を確保するため、潟

上市空家等対策計画に基づき、空家等対策を総合的かつ計画的に推進する。 

①空き家解体撤去補助金                ４,０００千円 

・対象家屋 周囲に危険を及ぼすおそれがある空き家 

・補助率等 対象経費×1/2（限度額 50 万円） 

②空家等飛散防止対策                  ４４４千円 

③【新規】空家等対策審議会等               ８４千円 

 

14 地域コミュニティ活動の支援 

(１)自治振興事業（59 ページ） ４７,９４７千円 

地域自治活動を活性化するため、自治会やコミュニティ団体に対し、規模や活

動割合に応じて補助金を交付する。 

①自治会活動推進費補助金              ４５,７８９千円 

②自治会長連合会活動費補助金               ９０５千円 

③地域づくりチャレンジ支援事業補助金          １２０千円 

④コミュニティ組織活動費補助金             ８４０千円 等 

 

 

 

 

 

 

【湖岸地区盆踊り】 
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「考える力」の創造   ３１４,０８６千円 

 

今後も厳しい行財政運営が想定される中、公共サービスの負担の公平性と適正化を

確保するとともに、「潟上市ＤＸ推進計画」に基づき、デジタル技術やＡＩ等の活用

による各種手続きの効率化を図るほか、複雑多様化する市民ニーズや様々な行政課題

に柔軟に対応する必要があるため、市職員自らが考え行動するとともに、市民の積極

的なまちづくりへの参加を促し、対話と交流の場を通じて、誰もが知恵を出し合える

「考える力」を創造する。 

 

１ 市民の参画の推進 

(１)若者市政参画推進事業（58 ページ） ８３千円 

   市の課題等に対し若年層の視点による柔軟な発想を取り入れるため、まちづく

りに関し、特に関心が薄いとされるＺ世代（高校生・大学生等）の市政参画を

促す。 

・高校生・大学生等で構成する「Ｚ世代活躍課」の活動 

 

 

 

 

 

 

 

【Ｚ世代活躍課】 

 

２ 行政サービスのデジタル化の推進 

(１)デジタル化の推進事業 ※一部再掲（13 ページ） ２８,４６２千円 

行政の効率化及び市民の利便性向上を図るため、行政サービスのデジタル化を

推進する。 

①市税等コンビニ・スマホ・クレジット納付事業    ４,４５９千円 

・市民の利便性向上のため、コンビニ・スマホ・クレジット納付を実施する。 

②市税等Ｗｅｂ口座振替受付サービス事業       １,４６７千円 

・市民の利便性向上のため、Ｗｅｂ口座振替受付サービスを実施する。 

③キャッシュレス決済運用事業              ４３５千円 

 ・市民の利便性向上のため、各種証明書の発行手数料をクレジットカードや

電子マネーなどによるキャッシュレス決済を実施する。 
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④マイナンバーカード普及促進事業          ９,６５４千円 

・マイナンバーカード普及促進のため、出張申請サポートを実施する。 

⑤証明書コンビニ交付事業              ３,８７７千円 

・市民の利便性向上のため、住民票及び印鑑証明書のコンビニ交付を実施す

る。 

⑥医療扶助のオンライン資格確認             ４９３千円 

・医療扶助のオンライン資格確認を実施する。 

⑦母子手帳アプリオンライン相談事業          １３２千円 

・里帰りや外出が難しい妊産婦を支援するため、オンライン相談を実施する。 

⑧学校ＩＣＴ活用支援事業              ７,９４５千円 

・学校教育のデジタル化に対応するため、タブレット端末やデジタル教材を

全ての児童生徒が活用できる学習の推進を図る。 

 

３ 公共施設マネジメントの推進 

(１)公共施設解体事業（62 ページ） ４,５３７千円 

公共施設の適正な管理と市民の安全を図るため、老朽化した施設や集約化で廃

止した施設の解体を実施する。 

①解体前アスベスト調査 

・旧蒲沼分館、旧乱橋分館、旧荒屋分館       １,５４０千円 

②解体工事 

・あかしや会館                  ２,９９７千円 

 

４ 職員の育成と研修の充実 

(１)職員育成事業（61 ページ） ２,６３３千円 

職員研修計画に基づき、専門知識や実務遂行能力をもった職員を育成するため、

各種研修を実施する。 
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 公共事業  ２,２２１,６３５千円 

 

老朽化した道路、橋りょうや上下水道などインフラ施設等の改修を行い、市民が快

適に生活できるよう社会基盤の整備を行うとともに、豪雨等の自然災害から市民の生

命や財産を守るための防災設備等の整備を行い、誰もが安心安全に生活できるよう各

種公共事業を実施する。 

 

 

１ 幹線道路・生活道路の整備 

(１)道路改良・舗装修繕事業等（９ページ） ３６４,０００千円 

  安全で快適な道路交通を確保するため、市道の改良・舗装修繕等を実施する。 

・武利子澤白洲野樹園地１号線ほか２路線（舗装） 

・二田追分線（歩道設置、現道拡幅） 

・千刈田中羽立線（舗装修繕） 

・側溝整備 等 

 

(２)道路等冠水対策事業（５ページ） １００,８８３千円 

降雨時における頻繁な道路冠水により通行に支障を来しているため、道路冠水

の軽減を目的に調査と工事を推進する。 

①法定外公共物維持管理              ２,０００千円 

②道路排水施設維持管理             ２９,８３８千円 

③道路排水施設改修工事（追分下出戸線浸透桝）  ２０,０００千円 

④道路排水ポンプ自動通報装置設置工事（山神地区） １,０４５千円 

⑤道路排水施設整備工事（出戸新町地区浸透桝）  ３５,０００千円 

⑥道路排水施設詳細設計等（上北野地区浸透桝）  １３,０００千円 
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(３)道路冠水対策備品整備事業（８ページ） ５８,８４２千円 

激甚化・頻発化する大雨に伴う道路冠水被害の軽減を図り、早期の通行再開を

可能にし、災害への対応力を強化する。 

・可搬式排水ポンプシステム購入 

 

(４)橋りょう長寿命化修繕事業（10 ページ） ５６,０００千円 

橋りょうの長寿命化を図るため、補修工事等を実施する。 

・境田２号橋（補修） 

・橋梁点検 

 

２ 都市公園の整備等 

(１)公園整備事業（10 ページ） １４,５２１千円 

公園の危険箇所の機能回復と利便性の向上により、安全に利用できるよう施設

の改修工事を行う。 

①追分地区公園横断橋改修           １３,１４１千円 

②下虻川神明社公園フェンス改修         １,３８０千円 

 

(２)公園長寿命化事業（11 ページ） ３１０,５８４千円 

公園の長寿命化を図るため、老朽化した箇所を改修する。 

①鞍掛沼公園多目的広場改修 

・人工芝改修工事               １６５,４７０千円 

   ・夜間照明灯改修工事               １４５,１１４千円 

 

３ 農業用施設の整備等 

(１)ため池等整備事業（29 ページ） ８３４千円 

越水などの災害を防止するため、老朽化が進む農業用ため池施設等を整備する。 

・実施主体 秋田県、潟上市ほか２自治体、馬場目川水系土地改良区 

・実施箇所 真崎堰地区（飯塚） 

・負担割合 国 55％、県 28％、市町村 10％(潟上市 0.695％)、土地改良区７％ 

 

(２)湛水防除事業（29 ページ） １１,５２０千円 

農作物の生産に悪影響を及ぼす農地の湛水被害を防ぐため、排水機場を改修す

る。 

①天王東地区                    ８,７５０千円 

・実施主体 秋田県、潟上市、潟上市天王土地改良区 

・負担割合 国 55％、県 40％、市 2.5％、土地改良区 2.5％ 

 



- 32 - 

    

 

②浜井川地区（飯塚）                ２,７７０千円 

・実施主体 秋田県、潟上市、井川町、井川町土地改良区 

・負担割合 国 55％、県 40％、市町 3.87％(潟上市 0.43％)、土地改良区 1.13％ 

 

(３)基幹水利施設ストックマネジメント事業（29 ページ） ３,３５８千円 

かんがい施設の適切かつ安全な揚水管理による営農の安定化を図るため、老朽

化した用排水施設を補修・更新する。 

①八郎潟１地区                      ２２５千円 

・実施主体 秋田県、潟上市ほか６市町村、飯田川ほか９土地改良区 

・負担割合 国 50％、県 29％、市町村 12％(潟上市 0.59％)、土地改良区９％ 

②大久保白洲野地区                   ２７３千円 

・実施主体 秋田県、潟上市、昭和土地改良区 

・負担割合 国 55％、県 14％、市 13％、土地改良区 18％ 

③乱橋地区                      ２,８６０千円 

・実施主体 秋田県、潟上市、新城川土地改良区 

・負担割合 国 55％、県 14％、市 13％、土地改良区 18％ 

 

４ 上下水道事業の安定供給 

(１)水道施設更新事業（12 ページ） ２２６,２２７千円 

上水道の安定供給を図るため、浄水場等の適正な維持管理と老朽化や自然災害

への備えとして計画的な更新・改修を行う。 

 ・昭和浄水場と関連施設に係る機械・電気設備更新  １００,８００千円 

令和６年度から令和７年度まで（継続費〈２ヶ年〉） 

・荒長根・株山送水ポンプ場更新           ４４,０００千円 

・昭和浄水場取水井戸更新              １２,０００千円 

・天王鶴沼台浄水場取水設備更新           １０,０００千円 

・天王地区配水管設置                １０,０００千円 

・【新規】給水車配備事業              １９,６０２千円 等 

【給水車イメージ】 
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５ 地域防災力の向上 

(１)【新規】消火栓更新事業（３ページ） ２２,９３５千円 

火災に備えた消防体制を確保するため、消火栓の更新を行う。 

（一般会計で工事負担金を支出し、水道事業で更新工事を実施する） 

・天王（追分）地区 ７箇所 

・昭和（豊川）地区 １箇所 

 

(２)【新規】防災行政無線改修事業（４ページ） ５９,６０９千円 

防災力向上を図るため、J-ALERT の受信機器の更新と操作機器の改修を行う。 

 

(３)【新規】秋田県次期総合防災情報システム整備事業（４ページ） 

 ９,５５２千円 

秋田県総合防災情報システムを更新するため、整備費用の一部を負担する。 

 

６ 教育施設の整備等 

(１)学校改修事業（52 ページ） ５００,２３６千円 

児童生徒が、安全・安心で健康に学校生活を送ることができる環境を整備する。 

①追分小学校校舎増築事業          ４８７,９８８千円 

②大豊小学校消火栓ポンプ更新工事        ３,１９０千円 

③羽城中学校消防設備更新工事          ９,０５８千円 

 

 


